 eq \o\ad(防災（避難）台帳,　　　　　　　　　　　　)
記入日　令和　　年　　月　　日
	事業所名
	

	事業所種別
	

	事業所住所
	

	非常災害対策計画
の作成
	　あり（保管場所：　　　　　　　　　　　）　　　なし

	避難確保計画
の作成
	　あり（保管場所：　　　　　　　　　　　）　　　なし

	施設立地
	土砂災害（特別）警戒区域等の指定

　あり（指定：　　　　　　　　　　　　　　）　　　　なし

	直近の避難訓練
	　　　　　年　　　月　　　日（　火災・土砂災害・浸水　）

	避難情報入手方法
	広島市防災情報サイト（ホームページ）　広島市防災情報メール（メール）

広島市防災ポータル（ホームページ）　　広島市避難誘導アプリ（アプリ）

	 eq \o\ad(一次避難先,　　　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	 eq \o\ad(二次避難先,　　　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	避難誘導協力先
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	避難搬送協力先
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	生活関連物資等

 eq \o\ad(協力先,　　　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	 eq \o\ad(協力医療機関,　　　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

	 eq \o\ad(上記以外の,　　　　　　　)
 eq \o\ad(関係行政機関,　　　　　　　)
 eq \o\ad(関係団体等,　　　　　　　)
	管轄消防機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
 eq \o\ad(管轄警察署名,　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
 eq \o\ad(その他,　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL


 eq \o\ad(防災（避難）台帳記入要領,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
この台帳は、集中豪雨等による災害の未然防止や災害発生時の被害を最小限にとどめるために、災害発生時の協力機関等をあらかじめ把握し、緊急時の迅速な避難等の対応に資するとともに、必要に応じて本市が関係機関・団体と連携を図り必要な措置をとる際に、参考とするものです。

特に梅雨時期や各種警報が出た際には、台帳に記載されている避難先への避難や関係団体等への連絡が取れるよう、事業所の見やすい場所に掲示する等、御活用ください。
なお、記入にあたっては広島市ホームページ「介護サービス事業所及び老人福祉施設等における土砂災害・洪水等への対策について」（ページ番号：2559）、「防災情報サイト（URL：https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/saigaiinfo/）及び「広島市防災ポータル」（URL：http://www.bousai.city.hiroshima.lg.jp/）を参照してください。
	項　　目
	 eq \o\ad(記入要領,　　　　　　　　　　　　)

	事業所種別
	　「介護サービス事業所及び老人福祉施設等における土砂災害・洪水等への対策について」を参照のうえ、表にあるサービス名を記入してください。

　なお、同一建物内に複数の事業所がある場合、併せて記載することも可能です。

	非常災害対策計画
の作成
	　介護サービスにおいては各介護サービスの指定基準「非常災害対策」により、非常災害に関する具体定計画を立てることとされています。詳しくは広島市ホームページを参照してください。

	避難確保計画

の作成
	　土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び洪水浸水想定区域内に立地している事業所は作成が義務付けられています。詳しくは広島市ホームページを参照してください。

	施設立地
	　施設が土砂災害危険箇所又は土砂災害（特別）警戒区域、洪水浸水想定区域の指定の区域内に設置しているかどうかを、「土砂災害ポータルひろしま」及び「洪水ポータルひろしま」で確認し、記入してください。

	直近の避難訓練
	直近の避難訓練の実施日及び想定の内容（火災、土砂災害、浸水の分け）を記入してください。

	避難情報入手先
	　「防災情報サイト」を確認のうえ、入手方法を選択してください。複数選択も可能です。

	一次避難先
	　避難が短期間の場合は、近隣の公民館や体育館などが考えられます。事業所の立地等から最も避難しやすい場所を選んでください。避難場所については「防災情報サイト」から確認してください。
　なお、事業所のある施設に複数の階層があり垂直避難が可能な場合、同一施設の上層階を一次避難先として設定することも可能です。

	二次避難先
	　避難が数日におよぶなど長期間の場合は、類似の施設や医療機関などが考えられます。事業所の状況に応じて設定してください。

	避難誘導協力先
	　避難する際、施設の関係職員の体制が十分でない場合に、避難誘導の協力依頼先を記入してください。通常、同一法人の職員や近隣自治会が考えられます。

	避難搬送協力先
	　避難する際、搬送機器や車両等が十分でない場合に、避難搬送の協力依頼先を記入してください。通常、同一法人の職員や近隣自治会が考えられます。

	生活関連物資等
協力依頼先
	　避難先や交通遮断により生活関連物資の調達が十分でない場合に、生活関連物資の協力依頼先を記入してください。通常、同一法人の別事業所や日頃取引している卸業者が考えられます。



